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　当社グループとのご縁は、1997年にドイツ現地法人に入社したところから始まります。
2009年に帰国した際に改めて東京精密本社に入社して、海外現法の立ち上げや再編成に 
携わり、2019年からは福島県で、M&Aにより取得した会社のPMI（買収後統合）を手掛け 
ました。2023年に本社に戻り、社長直轄部門の経営支援室で管理やIR、特命事項などに従事。
新中期経営計画の策定では、社長をはじめ各関係者と議論の上、今中計の位置づけや基本 
方針のドラフティングを行いました。
　福島に行った時には既に還暦間近で、そこで当社グループでのキャリアを終えるものと
思っていましたので、CFO拝命には驚いている、というのが正直なところです。それでも
重責を任せられた以上、当社グループの企業価値向上のために全力を尽くします。

ご挨拶

ぐらつかない、足腰の強い財務基盤の構築に向けて 事業環境と業績

　2024年度の当社グループを巡る事業環境は、半導体製造装置事業ではPCやスマートフォ
ンなどの民生品やEV向けパワー半導体などは弱含みでしたが、成長著しい生成AIと中国需
要が大きな支えとなり、事業をけん引してくれました。
　一方、精密測定機器事業は、工作機械の受注動向が停滞し厳しい環境となりました。ただ、
航空機や半導体などの新分野開拓の成果は出ており、二次電池関連は国の産業政策もあって
伸びる環境にあります。
　こうした中、当社グループの2024年度業績は、半導体製造装置事業で強い分野が伸びた
ことと、精密測定機器事業における装置更新需要の獲得が下支えし、売上高は1,505億円と
既往ピークを更新できました。営業利益も297億円、営業利益率で20%を達成し、総じて悪
い決算ではなかったと認識しています。前中期経営計画で目指した売上高1,700億円には
届きませんでしたが、民生需要の回復を前提としていたためやむを得ません。ROEも3年
平均で15%を達成できました。

財務の方向性

　自己資本比率70%、キャッシュについては固定費半年分＋変動費２か月分＋αという目安
を置きたいと思います。半導体製造装置事業のボラティリティが高いので、どんな変化にも
耐えられる財務基盤を保持せねばならないためです。キャッシュについても、いざという
時に自由に動きが取れるレベルはキープする必要があります。外部の意向に左右されること
なく、設備投資やM&Aを自分たちの判断でできるようにしておきたい。

CFOメッセージ

キャピタル・アロケーション

　事業から生まれる営業キャッシュ・フローを使って設備投資と配当を賄い、その上でフリー・
キャッシュフローに余裕があってキャッシュバランスに懸念がなければ、追加の株主還元と
して自社株買いも選択肢としてあり得ると考えています。基本的には前中計から変わりません。
過去にも機動的な自社株買いは行ってきており、あくまで状況に応じて、という話です。
　負債を増やしレバレッジを効かせるのも、WACC（加重平均資本コスト）が下がるので選
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新中期経営計画

択肢のうちではありますが、キャッシュの状況次第であると考えます。付加価値の高い製
品群の需要が増えると在庫管理が難しくなっていきますので、そこは注意して見ていきた
いと思います。格付については、今のレベル（A-（安定的）、格付投資情報センター）をしっか
りキープするのがミニマムだと考えています。
　設備投資は3年累計で300億円から400億円を想定しています。現状で見えている投資
を積み重ねるとこれくらいの金額になります。
　大きな投資としては、東京都八王子市での新工場建設があり、2025年度中には用地の手
付金を支払います。デザイン・設計はこれからなので総工費は未定ですが、土地面積は八王
子工場（約37千m2）の8割程度の広さですので、相応に大きな工場になる見通しです。
　建設の目的は、大型化する半導体製造装置の需要増に応えることです。東京都の環境アセスメン
トもあり、着工は早くとも新中計最終年度の2027年度、本格的な支出は次の中計期間になります。
　このほか、海外でのデモセンター建設を予定しており、韓国では自社社屋の建設を予定し
ています。半導体産業が拡がりつつあるベトナムやインドへの設置計画もあります。
　研究開発投資は対売上高比で8%弱、3年累計で350億円～400億円を想定しています。
主な使途は戦略製品の要素技術開発。プロービングマシンのコア部品であるチャックの高
精度温度制御などが挙げられます。

ROICとROE

　2022年度から導入を始めたROIC（投下資本利益率）は、事業別に収益状況をモニタリン
グできるところまで全社に浸透してきました。現在は、運用してみて分かった新しい気付
きを反映しているところです。
　最近では、海外現地法人でセグメント別の資産の切り分け方を変えました。勘所が分かっ
てきて、運用がより厳密になってきています。今はまだ部門管理と従業員の意識涵養が主
な用途ですが、外部からの開示要求も強まっていますので、慎重に検討していきます。
　ROE目標の15%は、最低限やらねばならないことだと認識しています。半導体産業のボ
ラティリティを反映したβ値を使うと、昨今の金利上昇もあって株主資本コストは恐らく
10%を超える水準であると思います。利益率を高め、資産の回転率を上げて、ROICについ
ても継続して改善を進めていきます。

株主還元とIR

　株主還元は、配当性向40%を目安としています。状況に応じて自社株買いも行いますが、
成長のために設備投資などに資金を投入していくのが結果的に一番の株主還元になると考
えています。
　こうした株主還元方針や成長戦略について正当にご評価いただき、当社グループの企業
価値を高めていくためにも、IRにはしっかり取り組みます。同業他社に比べバリュエーショ
ンは高くはありませんので、精密測定機器事業と半導体製造装置事業の双方を持つことの
価値を、CEOの木村龍一の力も借りて、しっかり発信していきたいと思います。

　CFOとして新中計で目指すのは、どういう状況になってもぐらつかない、足腰の強い財
務基盤を構築することです。そのためには、第一に利益を伸ばしたいと考えています。何
事も下半身、屋台骨が大事です。

 新中計では目指す営業利益率が24%と、2024年度実績の20%よりも上がっていますので、
特に半導体製造装置事業で、高付加価値装置の売上比率を高めつつ、製造コストを下げ粗利
率を上げていくことが求められます。また、リカーリングビジネスなど、装置販売以外の利
益率の高いビジネスを伸ばしたいと思っています。当社グループはどちらかと言えば装置
販売に力点が置かれ、インストールベースを使ったビジネスへの意識は必ずしも高くはな
かったと思います。しかし今後は、収益性の高い消耗品などリカーリングビジネスを土台と
なる収益基盤として確立していければと考えます。

売上高 営業利益 営業利益率 ROE

2024年度実績
1,505億円

半導体製造装置�1,135億円
精密測定機器� 371億円

297億円
半導体製造装置� 243億円
精密測定機器� 54億円

20%
半導体製造装置� 21%
精密測定機器� 15%

15%

中期経営計画期間
(2025-2027年度)
単年度

1,850億円
半導体製造装置�1,400億円
精密測定機器� 450億円

450億円 24% 15%

CFOメッセージ
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